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厚生労働省のシンポジウム



わが国の人口推移

出典：
2015年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を含む）、2020年以降は国立社会保障・人口
問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位・死亡中位推計）



地域包括ケアシステム

地域包括ケアシステムとは、

高齢者が要介護状態になっ

ても住み慣れた地域で自分

らしい生活を最期まで送れる

ように地域がサポートし合う

社会のシステムのこと。



医療でできることは？



看護師特定行為研修制度

厚生労働省作成のリーフレットより



看護師特定行為



保健師助産師看護師法（抄）
（昭和23年法律第203号）（平成27年10月1日施行）



特定行為研修の目的

厚生労働省作成のリーフレットより



特定行為研修の基本理念



特定行為及び特定行為区分（38行為21区分）



特定行為研修の内容



共通科目の内容と時間数



研修の実施方法



医学推論 学内演習

日本看護協会での授業風景

授業で学んだ内容を基礎として議論や症例検討を行う



デブリードマン

（壊死組織の除去）

超音波検査による

血流評価

実習の様子

授業で学んだ内容を基礎に医療現場で実技を行う



区分別科目のeラーニング



手順書



実際の手順書例（壊死組織の除去）



手順書とは「医師の指示」である

•手順書とは

•医師又は歯科医師が

•看護師に診療の補助を行わせるために

•その指示として（中略）看護師に「診療の補

助を行わせる患者の病状の範囲」及び「診

療の補助の内容」その他の厚生労働省令で

定める事項が定められているものをいう。



手順書は医師が診察してから

• 「医師は、自ら診察しないで治療等を行って

はならない。」

•医師又は歯科医師が

•直接の対面診療に相当する十分な情報を

得た上で、指示をすることが適切



【当該手順書に係る特定行為の対象となる患者】

【医療の安全を確保するために医師・歯科医師との連絡が必要となった場
合の連絡体制】

【特定行為を行った後の医師・歯科医師に対する報告の方法】

病状の
範囲内

病状の
範囲外

【看護師に診療の補助を行わせる患者の病状の範囲】

【診療の補助の内容】

【特定行為を行うときに確認すべき事項】

あてはまらな
い項目が一つ
でもあれば、
担当医師の
携帯電話に
直接連絡

担当医師の
携帯電話に
直接連絡

「手順書」省令で示した６項目



医師の診察は安全の担保



合計 大津 湖南 甲賀 東近江 湖東 湖北 湖西

在宅療養後方支援病院 5 1 0 1 0 2 0 1

在宅療養支援病院 9 3 1 2 1 1 1 1

在宅療養支援診療所 138 54 27 6 21 6 15 8

無床診療所 1039 278 258 88 143 115 119 38

有床診療所 40 12 12 4 7 2 2 1

滋賀県の医療資源の状況

引用：滋賀県における在宅医療推進のための基本方針

湖東医療圏域には在宅医療資源が少ない



彦根医師会アンケート（平成28年）

（質問1）現在、在宅医療（往診・訪問診療）を行っているか。

（質問2）現在、在宅医療を行っている方へ

ア）現在、約何名行っているか。

イ）今後増やせる余地はあるか。

自院に通院の患者 他院紹介の患者

（質問3）今後、在宅医療を行おうと考えている方へ

ア）どのくらいの人数なら可能と考えているか。

自院に通院の患者 他院紹介の患者

（質問4）今後も在宅医療を考えていない方へ

在宅医療が難しい要因は何か。



在宅医療が困難な要因は？

選択肢 人数

年齢・体力的に難しい 14

金額的に割に合わない 1

在宅用機材・環境が整っていない 14

在宅医療を全く考えていない 10

診療科が全く違う 14

彦根医師会アンケート（平成28年）



•病床数 438床

•外来患者数 938人/日

•入院患者数 332人/日

•救急車受入率 99.7％

•平均在院日数 14.3日

（滋賀県）彦根市立病院



急性期病院の役割

急変患者の精査・治療（手術）

社会復帰が困難な方

病院から在宅
復帰の支援

リハビリテーション

回復期病棟
への転院

かかりつけ医（開業医）へご紹介



入院患者内訳（平成28年2月3日）

30日以内
230人（72％）

30～60日
51人（16％）

60～90日
16人（5％）

90日以上
21人（7％） 入院総数 318人



地域連携センターを強化

地域医療連携室

患者家族支援室

入退院支援室
訪問看護

ステーション

在宅医療支援室

院内と院外の調整



在宅医療支援室

2016年4月より新設
医師2名 看護師3名（うち特定看護師1名） ＭＳＷ1名



訪問診療・往診の件数（2017年度）
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在宅医療支援室の取り組み

①在宅復帰支援

②在宅療養後方支援（看取り含む）

③入院・往診相談（レスパイト含む）

④訪問診療





入院患者内訳（平成29年2月3日）

30日以内
236人（77％）

30～60日
47人（15％）

60～90日
9人（3％）

90日以上
15人（5％） 入院総数 307人



入院患者内訳（平成30年2月2日）

30日以内
232人（80％）

30～60日
47人（16％）

60～90日
8人（3％）

90日以上
4人（1％） 入院総数 291人



地域連携センターの成果

230人

51人

16人21人

２か月以上入院が66％減少

8人 4人

232人

47人

236人

47人

9人 15人

平成28年2月3日 平成29年2月3日 平成30年2月2日



2名の特定行為研修修了者

創傷管理・創部ドレーン管理・瘻孔管理・
栄養及び水分管理に係る薬剤投与

呼吸器（気道確保・人工呼吸療法・
長期呼吸療法に係る）



特定行為研修修了者の役割

創傷管理関連 呼吸器管理関連

・気管カニューレの交換

・挿管チューブの位置調整

・人工呼吸器の設定変更

・気管カニューレの交換

・訪問看護師との連携

在 宅

病 院 病 院

在 宅

・褥瘡のデブリードマン

・陰圧閉鎖療法の交換

・褥瘡のデブリードマン

・褥瘡の診察・処置

・訪問看護師との連携



血流のない壊死組織の除去

在宅にて褥瘡のデブリードマン



気管カニューレの交換

在宅にて定期のカニューレ交換





気管カニューレ交換の手順書



アンケート集計（在宅医療の実施について）
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診・診連携の会議（医師会）

医師会のメーリングリストを活用した在宅医療（看取り）への取り組み



看取りを代診できた事例

• Ａ医師（主治医）は、年末年始に不在のため、代診医を募

り、その間に看取りになる可能性の患者を呈示。

① 102歳 鎖骨骨折 認知症 食欲不振

② 93歳 老衰

③ 75歳 肺がん術後 終末期

④ 82歳 再発胃がん 終末期

• 4名の医師が自主的に代診医となり、訪問看護ステーショ

ンと連携を取り、日替わりで対応。2018年12月29日に④

の患者をＢ医師（代診医）が自宅で看取った。



特定行為研修（創傷）の実習施設

陰圧閉鎖療法の実習



特定行為研修の実習生と一緒に

在宅医療の中での特定行為



特定行為研修指導者講習会

指導者も熱心に取り組んでいる



特定行為研修修了者導入の効果

•医療業務の分担による効率化

•医療器材の交換などを手順書で対応できる

•創傷処置などを専門的にも対応できる

•異常事態（急変前など）の早期発見

•距離的に不可能な地域での対応



特定行為研修修了者導入の課題

•研修体制の問題

施設勤務や研修費用の件

•修了者の勤務体制の問題

待遇や専門部署での活動

•特定行為周知の問題

施設内での特定行為についての理解



診療報酬への課題

現時点で特定行為への診療報酬は算定されていない



チーム医療の推進への効果

•医師との関係性

•同職（看護師）と
の関係

•他職種との連携

•施設間の調整役

「重要なパイプ役」



医師の業務への影響

•業務分担・効率化

•迅速な対応

•家族との信頼関係

•医療者間の連携

•責任の問題



特定行為研修修了者の立場



特定行為研修制度の考え方

•急性期医療に必要な特定行為

•在宅医療に必要な特定行為

•看護師のレベルの統一化も不可欠

急性期医療 在宅医療



目標はどこにあるのか？

•高齢者社会を見据えた計画である。

•医療だけの目的ではない。

•地域医療構想の機能分化の施策である。

•高度急性期の業務改善なのか、在宅医療へ

のシフト強化なのか、やはり両輪なのか？



今後の医療展望

•医師だけが診察・治療する時代から、医療者全体
で高齢者を診ていく時代へ

•専門治療以外のことを管理する役目が必要

•医療だけでみるのではない、高齢化社会を多方面
でみていく

地域包括ケアシステムの構築

特定行為研修修了者
のニーズが高まる



特定行為の認知度が低い

医療関係者への周知

•管理者の理解

•看護部の理解

•同職種の理解

•医師の理解

地域住民への制度広報

• 「特定行為」とは何か？

• どこにいる？

•何をしている？

•何が出来る？



特定行為研修修了者の普及を！


